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本日の 進行・ 目次

第1章 福島県内の施設が抱える 課題

人材の充足状況（ 有効求人倍率データ ） およ び、 参加事業所アンケート から 見える 課題

第2章 福島県内施設の実態（ 他業界比較）

業種別の初任給・ 10年目基本給・ 退職金、 およ び採用媒体の利用実態や人事評価の導入状況

第3章 働き やすさ ・ 働き 甲斐の向上のために

従業員が働き やすさ ・ 働き 甲斐を 感じ る 瞬間、 コ ミ ュ ニケーショ ン頻度の効果、 ハラ ス メ ント 対応

第4章 その他 人材確保に関する 関心事項

参加事業所アンケート で寄せら れた関心事項の7グループ分類と Q&A



CH AP T E R  0 1

福島県内の人材充足状況と 参加事業所の課題認識を データ で可視化し 、
採用・ 定着のボト ルネッ ク を 特定する 。



第1章 １ －➀： 人材の充足状況（ 介護業界、 県内全職種）  04

 介護職の有効求人倍率は令和3年度から 令和5年度ま で上昇し 、 その後下降ト レ ンド である が、 令和7年度でも 3倍を 超える 水
準で推移し ている 。
全職種平均（ 令和7年度は1.24倍） を 大き く 上回る 。 採用環境の過熱化と 人手不足の深刻化が浮き 彫り になっている 。

出典： 福島労働局「 最近の雇用失業情勢について」 を基に作成
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第1章 １ －➁： 人材の充足状況（ 看護職、 県内全職種）  05

 看護職（ 保険師・ 助産師・ 看護師） は令和3年度から 令和5年度ま で下降ト レ ンド であったが、 令和6年度以降は急
上昇し 、 令和7年度平均では、 2.32倍と なり 人手不足と なっている 。
全職種平均と 逆ト レ ンド の傾向である が、 一過性の可能性も ある 、 いづれにし ても 高い有効求人倍率で推移し ている 。
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出典： 福島労働局「 最近の雇用失業情勢について」 を基に作成



第1章 １ －➂： 人材の充足状況（ 障害者福祉業界、 県内全職種）  06

 障害者福祉業界（ 生活支援員・ 福祉施設介護員等） は令和3年度以降下降ト レ ンド である が、 いま だ1.99倍の求人
倍率であり 人材確保は容易ではない。
全職種平均を大き く 上回る 高い有効求人倍率で推移し ている 。

出典： 福島労働局「 最近の雇用失業情勢について」 を基に作成
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第1章 １ －➂： 人材の充足状況（ 保育業界の全国と 県内、 全国の全職種）  07

 福島県の保育士の有効求人倍率は3.80倍（ 令和8年1月） であり 、 1年前の2.79倍から 急上昇し ている 。
全職種平均（ 1.17倍） と 比較する と 3倍以上の人手不足と なっており 、 今現在最も 採用が困難な状況が続いている 。

出典： 内閣府こ ど も 家庭庁「 保育士の有効求人倍率の推移」 を基に作成
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第1章 ２ ： 当セミ ナー参加事業所の抱える 課題 
    （ 事前アンケート 問➅の集計結果を も と に７ つのグループ化）  

08

 「 人材確保・ 採用手法全般」 への課題が一見する と 多いが、 定着・ 離職防止（ 赤文字） の方が多い。 そし て、 定
着・ 離職防止を実現する ためのマネジメ ント 関連（ 緑文字） が最も 多く なる 結果である 。
採用活動の入口よ り 、 入社後の定着・ 育成に至る ま で、 プロ セス 全体に課題が分散・ 多層化し ている こ と が分かる 。

出典： 当セミ ナー事前アンケート （ 問➅ 当事業所の抱える 課題） 、 有効回答数41件

比率 件数 テーマ グループ 

19.5%  8件 人材確保・  採用手法全般 1 

12.2%  5件 若年層・  男性職員の確保と 定着 2 

14.6%  6件 職員の定着・  離職防止全般 3 

12.2%  5件 職員育成・  指導・  管理者の在り 方 4 

17.1%  7件 職場環境・  人間関係・  組織風土 5 

9.8%  4件 処遇・  給与・  制度面の課題 6 

14.6%  6件 特殊テーマ(高齢化/外国人材/AI/将来展望) 7 



第1章  総括 09

人材採用と 定着に向け た 課題の構造

1 目指す姿（ 理想）

採用訴求力の魅力化

給与、 職場環境、 育成制度などの発
信事項を魅力化し 、 採用力を高めた
いと 考えている 。

2 現場の阻害要因（ 現実）

先行する 組織課題の壁

低い定着率、 職員の高齢化、 指導・
管理者育成の壁にはばかれ、 発信事
項の魅力化ま で至っていないのが現
状。

3 優先すべき 対策

制度運用と 定着の優先

ま ずは企業内部の制度運用と マネジ
メ ント 密度を高め、 離職要因の低減
と 定着率の改善を優先し て取り 組む
べき。

 人材を採用する ための「 発信事項の魅力化」 には、
 ま ず足元の「 定着率改善」 と そのための「 マネジメ ント 強化」 が不可欠である 。  



CH AP T E R  0 2

他産業と の比較から 、 医療・ 福祉分野の固有課題と 一般的課題を 切り 分ける



第2章 １ －➀： 業種別 大卒程度の初任給水準（ 事前アンケート 、 賃金構造基本統計調査）  11

 福島県の全職種の大卒賃金水準（ 諸手当込） は226.1千円。 セミ ナー参加事業者の大卒程度の初任給では170千円～190千円
が多く 、 新規学卒者の確保は給与水準と し ては難し い状況。

出典： アンケート 問➁およ び厚生労働省「 令和7年 賃金構造基本統計調査」 新規学卒者の学歴別にみた賃金を基に作成

千円新卒賃金

262.3全国・ 全職種

226.1福島・ 全職種

事前アンケート 賃金構造基本統計調査



第2章 １ －➁： 業種別 入社10年目の賃金水準（ 事前アンケート 、 賃金構造基本統計調査）  12

出典： アンケート 問➁およ び厚生労働省「 令和7年 賃金構造基本統計調査」 産業､年齢階級別賃金を基に作成

事前アンケート

 セミ ナー参加事業者の基本給は200千円～220千円が多い。 そこ に、 残業や諸手当を 含める と 240千円～260千円と なり 、 入
社10年目程度と なる と 、 福島県内の他の産業と 比較し て同水準に達し ている と 推測でき る 。

宿泊
飲食業

卸
小売業

製造業建設業

270.0 302.2 291.2 330.9 全国

232.7 260.5 251.0 285.2 福島

賃金構造基本統計調査（ 残業・ 諸手当込み）



第2章 １ －➂： 業種別 退職金制度の有無 13

業種 「 あり 」 の割合 割合の比較

製造業 87.1%

建設業 76.1%

卸・ 小売業 65.9%

宿泊・ 飲食業 39.0%

セミ ナー参加事業者

 当センタ ー参加事業者の退職金制度の導入割合には大き いと 言える 。 人材の定着率をはかる ための戦略的な退職金
制度と も 読み取れる が、 単に歴史的な背景（ 昔から あった） だけの可能性も 否定でき ない。 ま た、 退職金の原資を
積み立てする なら ば、 その原資を月額給与に振り 替えて賃金水準を高く する 人事制度設計も 視野に入れる こ と がで
き る 。 退職金の「 目的」 を明確にする こ と が重要である 。

出典： 事前アンケート 問➁およ び東京都「 中小企業の賃金・ 退職金事情（ 令和6年版） 」 を基に作成

77.7%



第2章 ２ －➀： 採用方法・ 媒体の利用実態 
      （ 全国全職種、 セミ ナー参加事業者の中途と 新卒の比較）  

14

当セミ ナー参加事業者の採用手法の特徴と し ては、 全職種（ 厚生労働省のデータ ） と 比較し て、  「 ホーム ページ（ 自社
ホームページ、 求人サイ ト ） 」 の活用度合いは低く 、 「 知人などへの呼びかけ」 、 「 学校への呼びかけ」 の活用度合いが高
い。 顔の見える 確実な採用方法を と っている 事にはなる が、 反面、 事業所の悪評や人間関係の噂が広ま り やすいため、 従業
員が働き やすい環境作り （ 第1章で述べたマネジメ ント ） が重要である 。

出典： 事前アンケート 問➂およ び厚生労働省「 採用における 人材サービス の利用に関する アンケート 調査」
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第2章 ３ －➀： 人事評価制度の導入率（ 企業規模別）  15

当セミ ナー参加事業者のう ち、 59.9％が人事評価制度を導入し ている 。 中小企業白書2025年によ る と 、 中小企業の
う ち40.6％し か人事評価制度を導入し ていない。 処遇改善加算など、 人事評価を行う 事が前提と なる 業種である た
め導入率は高いと 言える 。

出典： 事前アンケート 問➃およ び中小企業庁「 中小企業白書 2025年」 を基に作成
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第2章 総括 16

他業種と の比較から 見え てく る 実態

1 他産業と の共通性

採用・ 人事手段は同様

介護・ 福祉・ 保育職に限ら ず、 採用
媒体の利用や人事評価の導入など、
他の業種と 使える 手段に大き な違い
はない。

2 業界特有の事情

労働集約型産業の特性

対人サービ ス を基本と する 労働集約
型産業である ため採用活動、 人材定
着活動、 人事評価運用などに時間を
要する 。  
≒
多人数、 多職種なため手間がかかる 。

3 運用上の課題

定着・ 育成の難易度

時間と 手間がかかる ため、 他産業に
比べて人事制度やマネジメ ント 運用
の負荷が高く 、 運用が難し いと 感じ
ら れやすい。

「 働き やすさ 」 や「 働き 甲斐」 の向上のための活動に 
よ り 「 多く の時間」 と 「 丁寧な運用」 が求めら れる 。  



CH AP T E R  0 3

『 働き やすさ 』 『 働き 甲斐』 を データ で分解し 、
コ ミ ュ ニケ ーショ ン 設計と ハラ ス メ ン ト 対応を 核に制度運用を 高密度化する 。



第3章 １ ： 働き やすさ を 感じ る 瞬間 18

 従業員の定着がう ま く いっている 要因は順に「 有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変更をし やすい職場づく り 」 、 「 賃
金水準の向上」 、 「 人間関係が良好な職場づく り 」 であり 、 「 給与」 も 重要な要因ではある が「 勤務ス ケジュ ールの自由度」
や「 人間関係」 と いっ た「 内部環境と コ ミ ュ ニケーショ ンの質」 が働き やすさ に影響を 及ぼし ている 。

出典： 公益財団法人介護労働安定センタ ー「 令和6年度 介護労働実態調査」 採用や職場定着・ 離職防止の方策の実施状況、 効果があったも の
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託児所設置や保育費用支援等

職場内での仕事上のコ ミ ュ ニケーショ ン の円滑化（ 面談、 ミ ーティ ン グ、 意見交換…

職場定着に効果があったも の



第3章 ２  －➀ ： 前の職場（ 介護関係） を 辞めた理由 19

 前の職場（ 介護関係） を 辞めたの最大の理由は「 職場関係に問題があったため」 であり 、 約4人に1人が理由と し ている 。
職場を 退職する 際の理由は、 一つだけでなく 複合的な要素がある も のと は言え、 20％を 超える 回答が得ら れた理由は「 職
場の人間関係に問題があっ たため」 だけである こ と は重視する べき こ と と 考える 。

出典： 公益財団法人介護労働安定センタ ー「 令和6年度 介護労働実態調査」 仕事を辞めた理由
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24.7%

その他

結婚・ 妊娠・ 出産・ 育児のため

自分の将来の見込みが立たなかっ たため

収入が少なかっ たため

勤務先の事業理念や運営のあり 方に不満があ っ たため

他に良い仕事・ 職場があっ たため

職場の人間関係に問題があっ たため



第3章 ２  －➁ ： 「 職場の人間関係に問題があっ たため」 の具体的な内容 20

 「 上司や先輩から の指導や言動がき つかっ たり 、 パワ ーハラ ス メ ン ト があっ た」 が４ ９ ． １ ％も あり 、 パワ ーハラ ス メ ン
ト の対策が重要と 考える 。 「 上司の業務指示が不明確、 リ ーダーシッ プがなかっ た」 が３ ６ ． ２ ％、 「 仕事の進め方に関す
る 上司や同僚と の意思疎通がう ま く いかなかっ た」 が３ ５ ． ５ ％と 次いで多く 、 業務の進め方が発端と し て辞める 場合も 多
い。 「 上司」 への指導が行える 立場＝経営者の役割が重要になる 。

出典： 公益財団法人介護労働安定センタ ー「 令和6年度 介護労働実態調査」 仕事を辞めた理由
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24.1%

35.5%

36.2%

49.1%

その他

職場の人間から セク ハラ を 受けた

職場で仕事のこ と 以外の会話がなかっ た

部下・ 後輩に対する 指導が難し かっ た

職場内の仲間はずれや、 疎外感・ 孤独感を 感じ た

同僚から のき つい言動・ 悪口・ 嫌がら せ等があっ た

仕事に対し てやる 気のない上司・ 先輩・ 同僚がいた

仕事の進め方に関する 上司や同僚と の意思疎通がう ま く いかなかっ た

上司の業務指示が不明確、 リ ーダーシッ プがなかっ た

上司や先輩から の指導や言動がき つかっ たり 、 パワ ーハラ ス メ ン ト があっ た



第3章 ３ －➀： コ ミ ュ ニケーショ ン頻度がも たら す職員モチベーショ ンの効果 21

 ハラ ス メ ント 被害者は「 上司と 部下のコ ミ ュ ニケーショ ンが少ない／ない」 と 感じ る 割合が未経験者の2倍以上になる 。
コ ミ ュ ニケーショ ン頻度を高める こ と がハラ ス メ ント 予防・ 定着率向上に直結し 、 約4割（ 39.1% ） の企業が職場のコ ミ ュ ニケーショ ン活性化に
よ る モチベーショ ン向上の副次効果を 実感し ている 。

出典： 厚生労働省「 令和5年度 職場のハラ ス メ ント に関する 実態調査」

30.6%
29.5%

11.2%

13.4%

パワ ーハラ ス メ ント セク シャ ルハラ ス メ ント

上司と 部下と のコ ミ ュ ニケーショ ンが少ないと 感じ る 割合

ハラ ス メ ント 被害者（ 経験者） ハラ ス メ ン ト 未経験者



第3章 ３ －➁： セミ ナー参加事業者のコ ミ ュ ニケーショ ンについて 22

 「 職員から の相談等を受ける 機会の確保」 において、 「 定期的な個別面接の実施」 を 行っている のは５ ６ ． ４ ％、 昨年度のセ
ミ ナーでおすすめし た「 朝礼のと き など 」 を行っている のは１ ４ ． ３ ％で合計し て、 ７ ０ ％以上の事業所は機会の確保ができ
ている と 言える 。 ま た、 相談を 受ける 主体と し ては、 「 施設長 （ 管理者） 」 が８ ６ ． ８ ％と 最も 多いが、 前々ページの「 上
司」 にあたる ため、 「 上司」 の指導を でき る 経営者の意識や介入がある と よ り 効果が高く なる と 考えら れる 。

出典： 事前アンケート 問➄



第3章 ４ －➀： ハラ ス メ ント 対応がも たら す職員モチベーショ ンの効果 23

 ハラ ス メ ント 予防・ 解決への取組は、 「 コ ミ ュ ニケーショ ン活性化」 、 「 会社への信頼感」 、 「 管理職の意識の変化によ
る 職場環境の変化」 など の副次効果を も たら し 、 離職防止に繋がっていく 。

出典： 厚生労働省「 令和5年度 職場のハラ ス メ ント に関する 実態調査」 ハラ ス メ ント 予防・ 解決のための取組の副次的効果

17.5%

22.0%

23.4%

23.7%

23.9%

32.5%

34.7%

39.1%

職場の生産性が高ま る

メ ン タ ルヘルス 不調者が減少する

従業員の仕事への意欲が高ま る

管理職が適切なマネジメ ン ト ができ る よ う になる

休職者・ 離職者が減少する

管理職の意識の変化によ っ て職場環境が変わる

会社への信頼感が高ま る

職場のコ ミ ュ ニケーショ ンが活性化する ／風通し が良く なる



第3章 ４ －➁： ハラ ス メ ント 予防・ 解決のための取組と 勤務先の変化 24

 ハラ ス メ ント 対策に「 積極的に取り 組んでいる 」 企業の方が、 対策に「 あま り 取り 組んでいない」 企業に比べて、 職場の生
産性や働き やすさ において高評価と なっている 。

出典： 厚生労働省「 令和5年度 職場のハラ ス メ ント に関する 実態調査」 よ り 引用



第3章 ４ －➂： ご自身の事業所のハラ ス メ ント 対策について（ 参考）  25

出典： 事前アンケート 問➄よ り 作成

26.2%

33.5%

63.6%

66.2%

84.4%

朝礼のと き など での周知

注意喚起のためのポス タ ー等の掲示

定期的な研修会の実施

職員から の相談窓口の設置

指針等の整備

ハラ ス メ ント 防止等のための取組（ 複数回答可）

 ハラ ス メ ント 指針等の整備が８ ４ ． ４ ％で最も 多い。 次いで、 相談窓口の設置が６ ６ ． ２ ％、 定期的な研修会の実施が８
３ ． ６ ％と なる 。 上位２ つが従業員から の動き を 会社は待つ施策である 。 前頁の通り 、 従業員が「 会社が積極的に対策をし
ている 」 と 評価さ れた方が良い結果になっている ため、 「 定期的な研修会の実施」 や「 朝礼のと き などでの周知」 など、 会
社から 従業員へ発信する 能動的な取組はよ り 多く なる こ と が望ま れる 。



第3章 ４ －➃： ご自身の事業所のカス タ マーハラ ス メ ント 対策について（ 参考）  26

出典： 事前アンケート 問➄よ り 作成

 サービ ス の特性上カス タ マーハラ ス メ ント の対応も 必要であり 、 対応度が高ければ会社への信頼は高く なる と 推測でき
る 。 令和８ 年１ ０ 月１ 日から すべての事業所で、 カス タ マーハラ ス メ ント 対策が義務化さ れま す。

22.9%

27.5%

31.3%

35.9%

65.6%

73.3%

カス ハラ 対策セミ ナー等への参加

利用者向けカス ハラ 防止のための周知啓蒙ポス タ ー等の掲示

カス ハラ 対応に関する 研修会の開催

利用者やその家族向けへのカス ハラ の説明（ 契約時など ）

カス ハラ 対策マニュ アルや苦情対応指針等の整備

苦情等を 受けた職員から の相談体制の整備（ 担当窓口の設置）

利用者や家族などから のカス ハラ ・ 苦情の対応方法（ 複数回答可）



第3章 総括 27

働き やすさ と 働き 甲斐を 高める 要点

1 制度運用の効果

モチベーショ ンと 定着率の向上

働き やすさ や働き 甲斐、 コ ミ ュ ニケ
ーショ ン、 ハラ ス メ ント 対応など、
企業内部の制度運用が密である と モ
チベーショ ンが高ま り 、 定着率が向
上する 。

2 指示命令権の所在

制度の決定と 運用権限

そのよ う な制度に関し て指示命令権
や決定権を持っている のは、 現場の
責任者だけでなく 、 経営者である 。

3 経営者の意識

「 自分事」 と し ての取り 組み

経営者自身も 、 従業員任せにする の
ではなく 、 自ら の「 自分事」 と 認識
し て主体的に取り 組ま なければなら
ない。

 働き やすさ や働き 甲斐を高める 制度運用の鍵を 握る のは「 経営者」 であり 、
 ト ッ プが「 自分事」 と し て取り 組むこ と が定着率向上の第一歩である 。  



CH AP T E R  0 4

関心事項の7グ ループ／アン ケ ート のQ&A



第4章 １ ： 関心事項の7グループ （ ７ 頁の再掲）  29

グループ テーマ 件数 比率 

1 人材確保・  採用手法全般 8件 19.5%  

2 若年層・  男性職員の確保と 定着 5件 12.2%  

3 職員の定着・  離職防止全般 6件 14.6%  

4 職員育成・  指導・  管理者の在り 方 5件 12.2%  

5 職場環境・  人間関係・  組織風土 7件 17.1%  

6 処遇・  給与・  制度面の課題 4件 9.8%  

7 特殊テーマ(高齢化/外国人材/AI/将来展望) 6件 14.6%  

 

 事前アンケート 問➅を 集計し 、 それぞれの質問の特徴を グループ化する と 、 ７ つのグループに分類でき た。

出典： 事前アンケート 問➅よ り 作成



第4章 アンケート のQ&A グループ１  人材確保・  採用手法全般 30

A. 

地方においては「 地域密着型広報」  と 「 縁故採用 」  が有効です。  ハロ ーワ ーク だけ

でなく  、  地域のス ーパーや回覧板での求人案内など 、  生活圏に合わせたアプロ ーチが

求めら れま す。  ま た、  職員の知人紹介に手当をつける 縁故採用は、  定着率も 高い傾向

にあり  ま す。  近隣の学校（ 高校・  専門学校） と の関係構築も 長 期的な確保に繋がり  
ま す。 ただし 、 縁故採用は第３ 章ま での通り 、 事業所の悪評が広ま り やすいデメ
リ ッ ト も ある こ と を意識し て、 ま ずは従業員満足度を上げる こ と が重要です。  



第4章 アンケート のQ&A グループ２   若年層・  男性職員の確保と 定着 31

A. 

Z世代を中心と する 若年層は、 「 成長 実感」 「 ワ ーク ラ イ フ バラ ン ス 」 「 心理的安全

性」  を重視し ます。  入社後のキャ リ  アパスを明確に可視化し 、  定期的な1on1面談

で不安を解消する 「 メ ンタ ー制度」  の導入が定着の鍵です。  

※心理的安全性
チームメ ンバーが対人関係上のリ ス ク を取る こ と に不安を感じ ない状態
＝「 無知、 無能、 ネガティ ブ、 邪魔だと 思われる 可能性のある 行動を

取っても 、 こ のチームなら 大丈夫だと 信じ ら れる 」 状態



第4章 アンケート のQ&A グループ２   若年層・  男性職員の確保と 定着 32

A. 

男性職員の定着には、  将来のキャ リ  ア（ 管理者や専門職への道）  が描ける ロ ール 

モデルの存在が重要です。  また、  物理的な環境整備（ 清潔な男性用更衣室や休憩室
の確保）  も 、  モチベーショ ンや所属意識に直結し ま す。  



第4章 アンケート のQ&A グループ３  職員の定着・  離職防止全般 33

A. 

「 やり がい」  は日々の小さ な成功体験と 承認から 生ま れま す。  利用者様から の感謝の

言葉を ス タ ッ フ 間で共有する 仕組み（ 朝礼での共有やサン ク ス カード ）  が有効です。  

ま た、  入社前の期待と 現実のギャ ッ プ（ リ アリ ティ  ショ ッ ク ）  を防ぐ ため、  採用段階

で大変な部分も 誠実に伝える こ と も 取り 入れま し ょ う 。  

※サンク ス カード
職場の上司や同僚など 一緒に働く 従業員同士で、 仕事中に感じ た感謝の
気持ちをメ ッ セージにし て、 送り 合う ためのカード



第4章 アンケート のQ&A グループ４  職員育成・  指導・  管理者の在り 方 34

A. 

管理者にはプレ イ ングマネージャ ーと し ての負担が大き いため、  感情のコ ン ト ロ ール

（ アン ガーマネジメ ント ）  や、  相手に答えを考えさ せる 「 コ ーチング 」  のス キル研修

が必要です。  一方的に教える 「 ティ  ーチング」  と 使い分ける こ と で、  管理者自身の

ス ト レス 軽減と 職員の自律性育成に繋がり  ま す。  

※ティ ーチングを実行する 際には、 チェ ッ ク リ ス ト を併用する
教える べき （ 教わる べき ） 内容を共有可視化でき 、 教える 側・ 教わる 側
に共通の目標と 進捗具合がわかる ため、 ス ト レ ス 軽減にはなる 。



第4章 アンケート のQ&A グループ５  職場環境・  人間関係・  組織風土 35

A. 

「 いつでも 相談し て」  と いう 声掛けだけでは、  心理的ハード ルが高く  相談し づら

いのが現実です。  月に1回、  15分程度の「 1on1ミ  ーティ  ング（ 業務以外の悩みも 話

せる 場）  」  を制度化する こ と をお勧めし ま す。  ま た、  ベテラ ンと 若手がペアで課題

に取り  組むなど、  業務を通じ た自然なコ ミ  ュ ニケーショ ンの機会（ リ バース メ ン タ
リ  ング等）  を 設ける こ と で世代間ギャ ッ プを 埋める こ と ができ ま す。 重要な点は、
会社から 能動的に動く こ と 、 そのためには経営者が自分事と し て認識する こ と から
始ま り ま す。  



第4章 アンケート のQ&A グループ６  処遇・  給与・  制度面の課題 36

A. 

給与格差の解消には、  国の「 処遇改善加算」  を最大限取得し 、  適切に分配する こ  

と が大前提です。  その上で、  基本給の大幅な引き 上げが難し い場合は、  特定の資格

取得や役割（ プロ ジェ ク ト リ  ーダー等）  に対する 手当の充実、  ま たは長 年の勤続 

に対する 表 彰 や 特別休暇など 、  非金銭的報酬も 含めたト ータ ルでの制度見直し が求
めら れま す。  



第4章 アンケート のQ&A グループ７  特殊テーマ（ 高齢化・  外国人材・  AI・  将来展望） 37

A. 

シニア人材が無理なく 働ける よ う 、  身体介助と 生活援助の業務を切り 分け、  体力に

合わせた業務分担を行う 工夫が現実的ではないでし ょ う か。   



第4章 アンケート のQ&A グループ７  特殊テーマ（ 高齢化・  外国人材・  AI・  将来展望） 38

A. 

労働力人口の減少によ り  、 「 人でし かでき ないケア（ 感情のケア・  高度な判断）  」  

と 「 テク ノ ロ ジー・  AIに任せる 業務（ 記録・  見守り  ・  事務）  」  の切り 分けが明確化し
ま す。  DXを推進し 管理者（ 上司） の負担を軽減し 、 その分、 従業員と のコ ミ ュ ニ
ケーショ ンや育成を密にでき る 事業所が生き 残る のではないでし ょ う か。  





最後に 40

 福島県の福祉・ 介護・ 保育分野における 有効求人倍率は、 全職種平均の約３ 倍
と 危機的水準にあり ま す。  
 
こ の深刻な採用難を乗り 越える ためには、 外部への求職活動以上に、 足元の定
着率向上と 離職要因の徹底的な排除が最優先事項と なり ま す。  
 
離職の最大要因は「 職場の人間関係」 であり 、 管理者の指導力やコ ミ ュ ニケー
ショ ン不足が大き く 影響し ていま す。  
 
解決の鍵は、 経営者自身がこ れら を 「 自分事」 と し て捉える こ と です。 ト ッ プ
の強いメ ッ セージのも と 、 管理者の育成や評価制度の丁寧な運用、 能動的なハ
ラ ス メ ント 対策を主導し 、 職員が安心し て く 働長 き 続けら れる 職場環境を構築
する こ と が不可欠なのかと 思いま す。


